
八雲町空家等対策支援補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、八雲町空家等対策計画（以下「対策計画」という。）に基

づき実施する、空家等の除却又は改修に要する一部を補助することにより、

町民の安全で安心な生活環境の形成及び街なかへの居住を推進することを目

的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義については、それぞれ当該各号に定める

ものとする。 

（１） 空家 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26年法律第 127

号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する空家等で、使用実績

がない一戸建ての住宅（住宅と店舗等の他の用途を兼ねるものを含む。

以下同じ。）をいう。 

（２） 特定空家等 法第２条第２項に規定する特定空家等で、住宅地区改

良法第 2条第 4項に規定するものをいう。 

（３） 所有者等 空家等の所有者（登記事項証明書の所有権に関する事項

（未登記の場合は、固定資産税課税台帳）に記載されている個人所有の

ものに限る。）又はその相続権を有する者をいう。 

（４） 暴力団員 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第 77号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

（補助対象事業） 

第３条 補助事業の対象は、除却工事及び改修工事とし、次の各号のいずれか

に該当するものとする。 

（１） 除却工事は、特定空家等の全部を除却し、その敷地を更地にする工

事とする。 

（２） 改修工事は、昭和 56 年６月１日以降に着工した（昭和 56 年６月１

日以前着工の場合、耐震診断により現行の耐震基準を満たすもの。）八

雲町立地適正化計画において定めた居住誘導区域内及び落部・熊石地

域の下水道を完備する（完備する予定）空家等の外装（屋根・外壁）、

内装、建具、給排水設備の改修工事で、その工事に要する費用が３０

万円以上のものとする。 

２ 補助対象工事について、国・北海道又は町の制度による他の補助・助成等

を受ける場合は、当該補助、助成等の対象となる工事と明確に区分すること

ができるものでなければならない。 

３ 補助対象工事は、八雲町内に主たる営業所を有する事業者で、建設業法（昭

和 24 年法律第 100 号）第３条第１項に基づく建設業の許可を受けた者のほ



か、第１項第１号に定める除却工事にあっては、建設工事に係る資材の再資

源化等に関する法律（平成 12年法律第 104号）第 21条第１項に基づく解体

工事業の登録を受けた者とし、第１項第２号に定める改修工事にあっては、

住宅リフォーム工事に関する施工実績を有する者とする。 

４ 補助対象工事は、原則として申請年度の１２月末日までに完了するものと

する。 

（補助対象者） 

第４条 補助事業の対象者は、所有者等でかつ町税の滞納及び暴力団員でない

者であって、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１） 特定空家等の所有者等のうち、所有権の相続人が複数人いる場合に

あっては、全員の同意が得られた者、若しくは町長が所有者又は相続

人と同等と認めるものとする。 

（２） 改修工事をして居住する空家の所有者。（空家の取得後１年以内及び

改修工事終了後３年以上居住する者） 

（補助金の交付額） 

第５条 補助金の交付額は、次の各号により定める額で、予算の範囲内とする。 

（１） 除却工事 補助対象工事に要する費用（住宅部分に限る。以下同じ。）

に２分の１を乗じて得た額（その額に千円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てた額）で、５０万円を限度額とする。ただし、家財等

の処分費用を除く。 

（２） 改修工事 補助対象工事に要する費用に２分の１を乗じて得た額（そ

の額に千円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額）で、１

００万円を限度額とする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は（以下「申請者」という。）は、補

助金交付申請（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて町長に申請しなけれ

ばならない。 

（１） 実施計画書（様式第２号） 

（２） 町税の納税証明書 

（３） 住民票（改修工事にあっては、世帯全員） 

（４） 空家の登記事項証明書 

（５） 補助対象空家の付近見取図および２面以上の全景写真（改修工事に

あっては、改修箇所の写真とする。） 

（６） 各階平面図および工事内容がわかるもの 

（７） 補助対象工事を請け負うことができる事業者であることを証する書  

類 



（８） 補助対象工事の見積書（工事内容がわかるもの）の写し 

（９） その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定等） 

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請に係る書類

の内容を審査し、補助金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 前項の審査の結果、補助金を交付すると決定した者に対しては補助金交付

決定通知書（様式第３号）により、交付しないと決定した者に対しては補助

金不交付決定通知書（様式第４号）により、それぞれ通知する者とする。 

３ 町長は、補助金を交付すると決定する場合において、必要があると認める

ときは、補助金の交付について条件を付し、又は補助金の交付の申請に係る

事項について修正を加えて補助金の交付の決定をすることができる。 

（補助対象工事の着手） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、前条

第２項の規定による通知を受けた日以降に、補助対象工事に係る契約を締結

し、着手しなければならない。 

（申請の取り下げ） 

第９条 申請者又は交付決定者は、補助金の交付申請を取り下げるときは、補

助金交付申請取下げ届（様式第５号）により、町長に届け出なければならな

い。この場合は、交付決定者にあっては、第７条第２項に規定する交付決定

通知書を添付するものとする。 

２ 交付決定者から前項の規定により届出があったときは、補助金の決定はな

かったものとみなす。 

（変更申請） 

第 10条 交付決定者は、補助対象工事に係る工事の内容又は補助金の額を変更

すようとするときは、工事内容等変更申請書（様式第６号）に次に掲げる書

類を添えて町長に申請しなければならない。ただし、当該申請において、補

助金の増額はできないものとする。 

（１） 変更後の実施計画書（様式第２号） 

（２） 変更しようとする第６条第３号から第８号に規定する書類 

（３） その他町長が必要と認める書類 

（変更承認） 

第 11条 町長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請書の内容を

審査し、補助金の交付決定額の変更を承認する者に対しては変更承認・補助

金交付決定変更通知書（様式第７号）により、補助金の交付決定額に変更が

ない者に対しては変更承認通知書（様式第８号）により、それぞれ通知する

ものとする。 



２ 町長は、前項に規定による承認をする場合において、必要があると認める

ときは、条件を付して、又は申請に係る事項について修正を加えて通知する

ことができる。 

（実績報告） 

第 12条 交付決定者は、補助対象工事が完了した日または町長が指定する日か

ら 30日以内のいずれか早い日までに実績報告書（様式第９号）に次の書類を

添えて町長に報告しなければならない。 

（１） 工事契約書の写し 

（２） 工事写真（施工前及び施工後。改修工事にあっては、施工中で改修

の内容を確認できるものを含む。） 

（３） 入居した世帯全員の住民票（除却工事を除く） 

（４） 産業廃棄物管理票（マニフェストＤ票）の写し 

（５） その他町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第 13条 町長は、前条の規定により報告を受けた場合は、当該報告書等の書類

の審査及び必要に応じて完了検査等を行い、当該報告に係る成果が補助金の

交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付す

べき補助金の額を確定し、補助金交付額確定通知書（様式第１０号）により

速やかに交付決定者に通知するものとする。 

２ 町長は、前項の審査の結果、成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに

付した条件に適合しないと認めるときは、必要な是正措置を命じ、是正の措

置がなされたことを確認した後、前項に規定する補助金の額の確定及び通知

をするものとする。 

（補助金の交付） 

第 14条 町長は、前条の規定による補助金の額を確定後、交付決定者の請求に

より補助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第 15条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

（１） 補助金を他の用途に使用したとき。 

（２） 補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件その他この要

綱又はこれに基づく町長の措置に違反したとき。 

（３） 虚偽その他不正な手段等により補助金の交付決定を受けたとき。 

（４） 交付決定者が暴力団員であることが判明したとき。 

（５） その他町長が特に必要と認める事由が生じたとき。 

 



（補助金の返還） 

第 16条 町長は、補助金の交付の決定を取り消した場合は、当該取消に係る部

分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命

ずるものとする。 

（理由の提示） 

第 17条 町長は、第 13条第２項による命令又は第 15条の規定により補助金の

交付の決定の取消しをするときは、交付決定者に対してその理由を示すもの

とする。 

（その他） 

第 18条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、八

雲町補助金等交付規則(平成 17年八雲町規則第 42号)に定めるところによる。 

第 19条 町長は、この要綱の施行に必要な事項について別に定めることができ

る。 

 

附 則 

この要綱は、平成 29年 12月 15日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱による改正後の八雲町空家等対策支援補助金交付要綱第３条第１

項第２号の規定については、施行日以後に耐久性向上改修工事をして居住す

る空家等を取得したものについて適用し、施行日前に取得した空家等につい

ては、なお従前の例による。 

附 則 

 （施行期日） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則 

（施行期日） 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

（施行期日） 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 


